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経営学の実用性をめぐる一考察 
―ドイツ経営経済学における議論から― 
Consideration on the Practicality of Business Administration: Insights from 
Discussions in German Business Administration 
 
柴田 明 (Akira Shibata) 

 
経営学は「実用的」な学問だと言われているが、その実用性をめぐっては様々な議論が展

開されており、意見の一致は見られていない。本稿では、経営学における実用性をめぐる問

題について、その概要を確認した上で、ドイツ語圏の経営経済学における実用性をめぐる議

論の学説史を検討し、「理論」と「実践」の関係について多様な見解が見られることを確認

する。そしてその後で、ドイツ経営経済学において一貫して応用科学としての経営経済学と

いう立場を主張し、強固な理論的基礎に基づきつつ、実用的な議論の提供を目指す、キルシ

ュとその協働者の議論を取り上げ、その特徴と課題を検討することで、経営学の実用性をめ

ぐる問題を整理する。 
 
Business administration is said to be a ``practical'' discipline, but there are various 
debates surrounding its “practicality”, and no consensus has been found. In this article, 
we will review the overview of the issues surrounding practicality in business 
administration, examine the history of the academic debate on practicality in business 
administration in German-speaking countries, and confirm that there are a variety of 
views on the relationship between "theory" and "practice" in this academic field. After 
that, we take up the argument of Werner Kirsch and his joint researcher. They insist 
consistently on the position of business administration as an applied science and try to 
provide practical discussions based on these methodological foundations. We will order 
the issues surrounding the practicality of business administration by examining their 
methodological discussions. 
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1 ．はじめに

本稿は，「経営学の実用性
1）
」という古くて新しい問題に関して，ドイツの経営経済学における

その議論の展開を確認しつつ，近年のキルシュ（W. Kirsch）らの見解を手がかりとして，その本
質的な問題を探るものである。
経営学はその成立以来，つねに経営実践との関連を問われてきた。経営学が社会科学に属する

「科学」的考察である一方，「経営」という研究対象に対する役に立つ処方箋の提供も求められて
きたためである。経営学において経験的手法が定着してきた近年では，経営学をめぐる実用性の
問題は「厳密性か適切性か（Rigor versus Relevance）」という問題として議論されてきた。これに
ついては様々な議論がなされているが，決着がついているわけではない。
例えばドイツにおける経営学（経営経済学）の展開を見れば，その設立当初から，経営学が

1）「実践性」とも呼ばれるが，本稿では基本的に「実用性」で統一する。

＜要　　約＞
経営学は「実用的」な学問だと言われているが，その実用性をめぐっては様々な議論が展開さ
れており，意見の一致は見られていない。本稿では，経営学における実用性をめぐる問題につい
て，その概要を確認した上で，ドイツ語圏の経営経済学における実用性をめぐる学説史を検討し，
「理論」と「実践」の関係について多様な見解が見られることを確認する。その後で，ドイツ経
営経済学において一貫して応用科学としての経営経済学という立場を主張し，強固な理論的基礎
に基づきつつ，実用的な議論の提供を目指す，キルシュとその協働者の議論を取り上げ，その特
徴と課題を検討することで，経営学の実用性をめぐる問題を整理する。

＜キーワード＞
実用性，応用科学，技術論，「厳密性と適切性」，ドイツ経営経済学，キルシュ
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「理論」なのか「技術論」なのかをめぐって第一次方法論争が展開され，その後ニックリッシュ
（H. Nicklisch）の「規範的経営経済学」も登場して第二次方法論争も展開されたが，戦後になる
とグーテンベルク（E. Gutenberg）の（国民）経済学に基礎付けられた理論志向の経営経済学をめ
ぐり，実用性を標榜する論者からの批判が起こり，第三次方法論争が展開された。そして1960年
代後半から70年代にかけて勃発した第四次方法論争は，ポパー（K. R. Popper）の批判的合理主義
などの科学哲学に触発された方法論志向の論争だったが，批判的合理主義の受容を積極的に推し
進めたシャンツ（G. Schanz）も，自身の「行動理論的経営経済学」において，経営経済学は「応
用科学」だと規定していたし，当時のポスト・グーテンベルク学説の多くが同様の応用科学志向
を持っていた。
このように見ると，ドイツの経営経済学におけるこれまでの方法論争は，その多くが経営学の

「実用性」に関わるものだったと言える。現状，ドイツにおいては経営学の実用性をめぐる大き
な論争は生じていないが，ドイツ経営経済学における実用性をめぐる考察は，今後の展開におい
て重要な議論を提供するものと思われる。
以上のことから，本稿では，ドイツ経営経済学の学説史における経営学の実用性をめぐる議論
を検討しつつ，現代のドイツ経営経済学において精力的に実用性に関する方法論的主張を展開し
ているキルシュとその協働者たちの議論を参照し，経営学の実用性をどのように考えるべきなの
か，その手がかりを考えていきたい。まず第 2節で経営学における実用性についての議論を概観
し，第 3節ではドイツ経営経済学における方法論争から，経営学の実用性に関する方法論争の議
論を見ていく。これを踏まえて第 4節で，キルシュらの経営経済学の実用性や技術論的性格につ
いての見解を検討する。最後に 5節で彼らの議論を批判的に検討することで本稿をまとめる。

2．経営学における実用性とは？

先に述べたとおり，経営学において「実用性」はつねに問われている永遠のテーマとも言える。
これについては経営学者も実に様々な見解を持っているだろう。例えば近年の経営学関係の書籍
では一番のベストセラーと言える，早稲田大学教授の入山章栄による『世界標準の経営理論』
（入山 2019）では，近年の経営学の経験的研究において取り上げられている代表的な理論が紹介
されているが，理論はビジネスパーソンにとって必要であるとし，その理由は，理論が「なぜ
（Why）」を説明するものであり，「思考の軸」となって理解を促し，その結果，人を動かすこと
ができるからとしている。普遍性を持った理論ほど汎用性が高く，また時代を超えて不変である
ため，ビジネスパーソンは「現象ドリブン」ではなく「理論ドリブン」の観点から経営理論を習
得する方がいいとする。
また神戸大学教授の服部泰宏は，組織行動論の観点から，「厳密性と適切性」の問題，あるい
は「リサーチ・プラクティス・ギャップ」の問題について，近年注目されている「事実に基づく
経営（evidence-based management）」の議論を踏まえつつ，科学的に精緻な議論を追求しながらも，
経営の現場で作られた「しろうと理論」の意義も踏まえた，経営学の実用性に関する新しい議論
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を提供している（服部
2）

 2023）。
近年は経験的研究の手法が進化し，他の社会科学同様，いわゆる経営学の「科学化」が進んで

いるが，そのような「科学」としての経営学が実践に有用かどうかという問題は，先に述べたと
おり「厳密性と適切性」の対立と克服として長く議論されている。われわれは以前この問題につ
いて若干の考察を行ったが（鈴木／坂本／柴田 2021），この対立の克服は容易ではなく，きわめ
て見通しの難しい問題であることが分かる。
厳密性については，統計手法の洗練化や，「因果推論」への関心の高まりなどにより，ますま
すこれを高める方向にあると言える。厳密性については，「方法論的厳密性（methodological 

rigor）」と「概念的厳密性（conceptual rigor）」があり（浅川 2019），とりわけトップジャーナルと
呼ばれる一流国際誌への掲載においては必ず満たさなければならない条件である。
一方，適切性については「実践的適切性（practical relevance）」と「学問的適切性（academic 

relevance）」がある（浅川
3）

 2019）。前者は経営実践への有用性で，後者は学問領域にとっての適切
性を意味する。
厳密性については，大学院での基礎的なトレーニングは当然として，学会でジャーナル掲載の

ためのワークショップが開かれるなど，その標準化をはかりやすく，かつある程度キャッチアッ
プ可能な領域であろう。もちろん，統計的研究は万能ではなく，因果と相関の混同という問題，
再現性や一般化可能性の問題，さらにはいわゆる「p値ハッキング（p-hacking）」のような研究
不正にもつながりかねないグレーゾーンの行為が行われてしまうことなど，様々な問題を孕んで
いる。そもそも厳密性の追求が，大学での採用や昇進の基準としてトップジャーナルへの掲載が
求められていることの帰結でもあることを考えると，必ずしも科学性への貢献のみが問題となる
わけではないと言える。
一方，「適切性」について考えれば，一見その意味は単純なものに見えるが，実際に「有用」
かどうかをはかるのはきわめて難しい。企業経営の実態は千差万別であり，理論が研究によって
実証されたとして，それが具体的にどのように有用かを証明することはきわめて難しいだろう。
先の入山（2019）においては，理論が思考の軸として役立つとされていたものの，具体的にどの
ように役立つのか，役立つ確実性はあるのかについては不明である。
このような「厳密性か適切性か」の問題は，アメリカを中心とするグローバルな経営学の研究
展開の中で議論されるようになった問題であるが，他方，ドイツの経営経済学の展開では，経営
学が理論科学か技術論か，あるいは規範論かという方法論的なレベルでの論争が繰り広げられて

2）さらに，例えば慶應義塾大学准教授の琴坂将広は，経営学の主要分野である経営戦略は「実学であり，科
学である」としつつ，理論と実践には大きな断絶があり，その両立は容易ではないとしている（琴坂将広
「経営戦略は実学であり，科学である」https://dhbr.diamond.jp/articles/-/4557（最終閲覧日2024年 4 月21
日））。また一橋大学特任教授の楠木建は，琴坂との対談の中で，法則定立を目指す科学的な「経営学」と，
実務家向けの有用性を目指す「経営論」を区別し，自身は後者の立場に立って研究を進めていると述べてい
る（楠木健／琴坂将広「経営学は実学と科学を両立できるのか：一橋大学教授・楠木建×慶應義塾大学准教
授・琴坂将広【前編】」https://dhbr.diamond.jp/articles/-/4712（最終閲覧日2024年 4 月21日））。
3）浅川（2019）においては，relevanceは「関連性」と訳されているが，本稿では「適切性」で統一する。
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きた。ドイツにおける議論は必ずしも現代の厳密性と適切性をめぐる対立の問題と接続したもの
ではないものの，そこで議論されていることは手がかりの一つになると思われる。よって次節で，
ドイツ経営経済学における，技術論あるいは応用科学をめぐる議論の展開を見ていこう。

3．ドイツ経営経済学における実用性をめぐる議論の展開

ドイツにおいて経営学は「経営経済学（Betriebswirtschaftslehre）」と呼ばれているが，19世紀
末から20世紀初頭の設立当初は「私経済学（Privatwirtschaftslehre）」が有力な名称であった。ド
イツにおける商科大学の設立という流れの中で，企業経営をめぐる統一的な学問分野の形成の気
運が高まり，この新しい学問を「私経済学」として成立させようという動きが強まった。その代
表的な論者がシュマーレンバッハ（E. Schmalenbach），ニックリッシュ（H. Nicklisch），ワイヤー
マン（M. R. Weyermann）やシェーニッツ（H. Schönitz）らである。彼らは，新興の私経済学に対
して国民経済学から出された批判に果敢に挑戦し，それが第一次方法論争として成立することと
なったが，その中で私経済学を「技術論」として定式化したのがシュマーレンバッハである。
シュマーレンバッハは，「技術論としての私経済学」（Schmalenbach 1911/12）の中で，私経済

学は実際の企業経営に有用な技術（Techinik）を提供する「技術論（Kunstlehre）」だと規定した
4）
。

国民経済学者は，私経済学の技術論的性格を非科学的と見なしたが，シュマーレンバッハによれ
ば技術論もまた「科学」であり，国民経済学のような「哲学的に組み立てられた科学」とは区別
された，実践に対し「手続きのルール（Verfahrensregeln）」を与えることを課題とする「技術的
に組み立てられた科学」が「技術論」だと言うのである。
哲学志向の「科学」が無用ということではないが，シュマーレンバッハは「手続きのルール」
を与える「技術論」の優位性を主張する。彼によれば，哲学志向の「科学」と異なり，技術論は
「人間頭脳の不完全性（die Unzulänglichkeiten des menschlichen Gehirns）」（Schmalenbach 1911/12, S. 

307.邦訳180ページ）を前提として，「……自己の主題の正当性を実験を通じて検証することが出
来る」（Schmalenbach 1911/12, S. 313.邦訳186ページ）のである。シュマーレンバッハの技術論の主
張について，学説史的にはこれまで「金儲け論」批判への反論や私経済学の対象規定に関する議
論が取り上げられてきたが，キルシュらも指摘するとおり（Kirsch/Seidl/Aaken 2007, S. 233-235），
経営学の実用性を語る上で，シュマーレンバッハのこの指摘は重要である。彼は簿記の例を挙げ
ているが，「10年もすれば我々はより安定せる技術に到達出来るかも知れない。けれどそれは，
絶えざる練習と訓練を通じてのみ生まれるであろう。そして此の練習と訓練とは常に新しい計画
と，常に新しい脱線とに密接に依存する」（Schmalenbach 1911/12, S. 313.邦訳187ページ）と述べて
いるとおり，最初から完全な技術を提示することはできず，絶えざる改変を経て有用な技術を
徐々に確立していく，ということである。これは，論理性を重視する理論優位の方法では実践の
有用性を確保できないということを示唆しているものである。

4）シュマーレンバッハの技術論に関する日本の議論については，例えば田島（1971），笠原（1983）を参照。

169-186_三田商学_67-3_柴田明.indd   172169-186_三田商学_67-3_柴田明.indd   172 2024/10/18   20:012024/10/18   20:01



経営学の実用性をめぐる一考察 173

このようなシュマーレンバッハの「技術論」的基礎付け以降，ドイツの経営経済学においては
経験主義的な観点から実践への有用性を学問的課題とする学派が，シェーンプルーク（F. 

Schönpflug）によって「技術論学派」として分類され，大きな潮流として定着している。ドイツ
経営学説史においては，リーガー（W. Rieger）の理論学派，そしてニックリッシュの規範学派の
位置づけも大きいが，基本的にはドイツの経営経済学においては実践的有用性を軸とする考え方
がつねにベースにあったと言える。
第一次方法論争，そして第二次方法論争においてはまさにシュマーレンバッハが技術論的立場
の中心にあったが

5）
，第二次大戦後のドイツ経営経済学において，グーテンベルクのミクロ経済学

に基づいた理論志向の経営学が席巻した際にも，それに対して実践志向の立場から批判がなされ，
第三次方法論争が展開された。反グーテンベルクの代表格がメレロヴィッツ（K. Mellerowicz）で
ある（Vgl. Mellerowicz 1951; 1952; 1953a; 1953b）。
メレロヴィッツの議論は，グーテンベルクの『経営経済学原理』（Gutenberg 1951）をめぐるも
のであり，とりわけグーテンベルクが経営経済学にミクロ経済学の知見を全面的に導入したこと
に対して痛烈な批判を行った。メレロヴィッツは，グーテンベルクが経営経済学を国民経済学に
統合しようとしているのではないか考えたのである。メレロヴィッツによれば，経営経済学は国
民経済学とは異なる問題設定を持ち，また人間という不確実な存在を扱うものであるため，国民
経済学の手法を全面的に導入することはできない。ここで強調されたのが経営経済学の実用性で
ある。経営経済学は実務に関する議論を提示しなければならないため，純粋理論を志向する経済
学的な議論では不十分なのである。経営経済学は「現実型考察方法」を取り，経営実践に有用な
議論を提供すべきだというのがメレロヴィッツの主張であった

6）
。

以上のようなメレロヴィッツの批判にもかかわらず，第二次大戦後はグーテンベルク経営経済
学の生産性志向のミクロ経済学的な議論が一大パラダイムとなり，実用性をめぐる議論は下火と
なった。当時の西ドイツ経済は右肩上がりの経済成長を果たしており，そのような時代背景に
グーテンベルクの生産性志向の経営経済学がマッチしたのである（深山 2017）。
しかしながら，1960年代後半になると西ドイツ経済も停滞局面を迎え，それとともにグーテン
ベルクの経営経済学の影響力が低下することとなった。西ドイツでは「労働の人間化」が叫ばれ，
また共同決定法の拡充の動きもあって，生産性のみに注目するグーテンベルクの議論では不十分
と思われたのである。
また同時期に，論理実証主義や批判的合理主義といった科学哲学の議論が経営経済学にも導入
され，方法論をめぐる議論も再燃した。この議論は第四次方法論争とも呼ばれ，様々な主張がな
された（小島 1986）。またこの時期にはドイツ経営経済学において多様なアプローチが登場し，

5）この時期の技術論的立場の論者として，シュマーレンバッハのほかには例えばライトナー（F. Leitner），
ホフマン（A. Hoffmann），ジーバー（E. Sieber）らがいる。彼らの学説については笠原（1983）において詳
細に検討されている。
6）グーテンベルクに対するメレロヴィッツの批判を中心とする論争の経過については，例えば小島（1968），
第 8章「第三次方法論争（一）─メレロヴィッツの主張─」，森（1997），第 1章第 2節「経営経済学原
理をめぐる方法論争」を参照。
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その多くが経営経済学の「実用性」，すなわち「応用科学」を標榜するものであった。
その代表格がハイネン（E. Heinen）の「意思決定志向的経営経済学（entscheidungsorientierte 

Betriebswirtschaftslehre）」である（Vgl. Heinen 1969; Heinen 1970）。ハイネンはグーテンベルクの弟
子であり，当初はグーテンベルクの生産論を引き継いで原価論や費用論の研究を行っていたが，
後年になるとグーテンベルクも関心を寄せていた「意思決定」（Gutenberg 1962）の観点から一般
経営経済学の構築を試み，これを「意思決定志向的経営経済学」として結実させたのである

7）
。

ハイネンの意思決定志向的経営経済学も応用科学を志向する。ここで彼は特に「意思決定」に
注目し，意思決定に関する経営経済理論を実践に応用することを目指す。その際彼は，自身の応
用志向性を「実践規範論」として定式化する。「実践規範論」は，ニックリッシュの議論のよう
な「信条規範論」とは異なり，個人の主観的な規範を提示するのではなく，実践の要請を目的と
して，その目的に資するような規範を提供することを目指すものである。これはシュマーレン
バッハの言う「手続きのルール」による技術論的な議論を想起させるものだが，ハイネンはシュ
マーレンバッハが否定的に考えた理論的説明にも重きを置く。
ハイネンは，意思決定志向的経営経済学には「説明課題（Erklärungsaufgabe）」と「形成課題

（Gestaltungsaufgabe）」という 2種類の課題があると考える。説明課題は理論によって現象を説明
するということであり，意思決定の理論研究を指す。形成課題は，理論研究に基づいて実践に役
立つ議論を提供する，すなわち意思決定に関する技術的な議論を提供するという課題である。こ
のような「理論に基づく実践的提言」という考え方は一見きわめて適切に見えるが，理論と技術
の関係は難しい問題を孕んでいると言える。これについては後で触れる。
また，意思決定志向的経営経済学と同時期に，同じくグーテンベルク理論の批判的継承を目指
して登場した一般経営経済学理論が，スイスのザンクト・ガレン大学において経営経済学の研究
に取り組んでいたウルリッヒ（H. Ulrich）を中心として形成された「システム志向的経営経済学
（systemorientierte Betriebswirtschaftslehre）」である（Vgl. Ulrich 1970＝2001; Ulrich 1972）。ウルリッ
ヒは，当時注目されていた一般システム理論やサイバネティクスの知見を経営経済学に導入しよ
うとした。彼は企業を，外部とのやり取りを通じて財やサービスを生産，販売する「生産的社会
システム」とみなし，そのようなシステムをどのように「制御」するのかについて，「制御」の
学問であるサイバネティクスの知見を導入することで，管理論としての経営経済学の展開を打ち
出したのである

8）
。

ウルリッヒのシステム志向的経営経済学も応用科学を志向する（Vgl. Ulrich 1981; Ulrich 1982）。
ハイネンの「実践規範論」との違いは，彼が経営経済学は「形成学（Gestaltungslehre）」である
と考えた点である（Vgl. Ulrich 1972）。「形成学」とはまさに実践に役立つ処方箋を「形成」する
ということであり，一見するとハイネンの「説明課題」と「形成課題」との類似性を想起させる。
しかしながら，シャンツも述べるように，「理論的説明」に関するウルリッヒおよび彼の協働者
たちの見解は時代を追うごとに変化している（Vgl. Schanz 2014）。初期においては理論的認識の

7）ハイネンの意思決定志向的経営経済学については榊原（1983）も参照。
8）システム志向的経営経済学の展開については柴田（2013）を参照。
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位置づけも認めているように見受けられるが，年代を経るごとに「形成」の重点が高まり，理論
的な認識をほとんど考慮することなく，「形成」を主たる課題とみなすようになっていく。また，
後年になると彼らは自らの議論を「経営経済学」としてではなく，「マネジメント」一般の学と
みなすようになる（Vgl. Ulrich 1984; Ulrich 1985; Ulrich/Probst 1988）。すなわち，彼らはその研究対
象を企業のみでなく，他の組織，あるいは社会制度一般にまで広げ，それらに共通する「マネジ
メント」の考察を行うのである。このような考え方はドラッカー（P. F. Drucker）の発想と類似す
るものだが，彼らの議論の背後にあるシステム志向は，「全体的思考」として，マネジメント層
の管理行為の手助けとなるという。
彼らの思考の背後には強い反法則主義志向，反自然科学志向がある。「マネジメント」現象は，
自然科学的な法則志向ではまったく解明できない独自の社会現象であり，応用科学としてのマネ
ジメント学は，実践の問題を出発点として，実践に有用な知識を提供するためのモデルを提示す
べきなのである。よって，それは精密な方法による法則ではなく，社会全体の関連を明らかにで
きる全体的思考でなければならないのである

9）
。

ウルリッヒらの発想は，ハイネンのそれよりもさらにラディカルであり，自然科学的な意味で
の法則や理論には意味や意義を見出しておらず，ウルリッヒ以降のザンクト・ガレン学派の展開
を考えても，理論科学から規範科学的な方向性への移行も感じられる（柴田 2013）。
ポスト・グーテンベルクを代表する以上の 2つのアプローチは，経営経済学の実用性を追求す
る点で共通性を持っている。しかし，ドイツ経営経済学において批判的合理主義の科学哲学を強
力に推し進めたシャンツは，同じく応用科学の立場に立ちながらも，強い理論志向の立場から
「特殊（社会）工学」としての応用科学を考えようとする

10）
（Vgl. Schanz 1988）。

理論は言うまでもなく原因と結果の因果関係を説明するものであるが，応用科学が技術的言明
を提示する際には，因果関係を説明する理論を，実践における目標とそれを実現するための手段
という目的手段の関係に適用することができる。すなわち，実践の目標を結果として，その実現
に必要な手段を原因として置き換えることで，理論的言明は技術的言明に工学的に転換できるの
である（Vgl. Albert 1964; Popper 1957）。これは同語反復的転換と呼ばれ，応用科学においても理
論的知識を前提とすることを示すものである（Schanz 1988, S. 39ff.邦訳53ページ以下）。「特殊（社
会）工学」としての経営経済学は，認識獲得と検証を経て作られた理論を工学的に同語反復的転
換することで実践への処方箋の提供を目指すのであり，理論的認識と実践的形成が両立すること
を主張しているのである。
しかしながら，このような「同語反復的転換」により経営学が実用性を担保できるかどうかに
ついてはつねに批判が投げかけられている。例えば「Aならば Bである」という因果法則から，
目的手段関係への「同語反復的転換」により，「Bという目的のためには Aを実行すれば良い」
という「工学的主張」を導き出すことができるが，しかしながら，それは唯一の処方箋というわ
けではなく，様々な選択肢の中の一つであり，そのうちどの選択肢を選ぶのかという実務家側の

9）ウルリッヒらのこのような主張に対して批判的に考察を行ったものとして例えば榊原（1994）を参照。
10）シャンツの主張については榊原（1992）も参照。
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意思決定については理論側からは何も発言することはできない。理論家はあくまで因果法則の定
立を目指すのであり，目的手段関係には立ち入らない。それをどのように応用するかは，あくま
で実務側の問題となる。
また，実務側の問題は複雑で多様であり，個々の法則によって対応できない部分も多々ある。
つまり，実務の問題は全体として体系的に捉えられなければならないのであり，それに応じたモ
デルを形成する必要があるというのが，ウルリッヒのような反理論志向の立場からの主張であっ
た。また，経営学における理論法則の定立を待っていては，本当に実務に役立つ知識となるのか
は不明である。実務の問題は日々変化するのであり，理論からの転換を待たずに考察できるモデ
ルを考える必要があるという批判がつねにつきまとう。
さらに，方法論的に見ても重要な問題がある。例えばハイネンが主張した「実践規範論」にお
いて，経営経済学は「説明課題」と「形成課題」を持つとされたが，厳密に考えると，説明課題
と形成課題を同時に解決することは難しいだろう。シャンツとハイネン／ディーテル（B. Dietel）

の論争で明らかになったとおり（Vgl. Schanz 1973; Schanz 1975; Heinen/Dietel 1976a; Heinen/Dietel 

1976b
11）
），「形成課題」が単なる「同語反復的転換」にとどまるものではなく，それが「実務に対

する行為の推奨」となれば，それは価値自由の立場にとどまるものではなく，実践に対する「規
範」となり，「価値自由」という一般的な科学性を逸脱するものになるだろう。すなわち，その
ような「規範」を提示するのは経営層であり，特定階層に対する「規範」という形での行為提示
であり，価値自由の公準に反することになるのである。
このように見ると，ハイネンのように単純に「実践規範論」を主張することには問題があるよ

うに思われる。「説明課題」における価値自由の立場からの議論と，「形成課題」における価値判
断を伴う議論は相容れず，結局はどちらかを主張せざるを得ないということだろう。現状，経営
学においては「厳密性」あるいは「説明課題」に重点が置かれているように思われるが，「適切
性」あるいは「形成課題」についてどう考えるのかという問題が生まれるだろう。
以上，本節ではドイツ経営経済学における方法論争の展開から，経営学の実用性についての見

解を見てきた。ドイツ経営経済学においては，第三次方法論争までは理論と技術の対立が主要な
論点だったと言えるが，第四次方法論争において，理論と実践の関係性が議論されるようになっ
たと言える。すなわち，シャンツのように理論的考察を主眼に置き，同語反復的転換により実践
に応用するという立場と，ハイネンのように説明と応用を同時に達成しようとする立場，そして
ウルリッヒのように応用のみに主眼を置く立場が登場したのである。本稿で取り上げるキルシュ
はハイネンの弟子であり，基本的にハイネンの議論を受け継いでいるが，しかしキルシュ独自の
展開も見られる。次節ではこのキルシュらの技術論的な応用科学志向の見解を見ていくことにす
る。

11）この論争の経過については森（1997），第 2章第 2節「ハイネン経営経済学をめぐる方法論争」を参照。
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4 ．キルシュらの技術論的な応用科学志向の経営経済学の主張

4. 1　キルシュらの基本的主張：「進化的マネジメント」
先に述べたとおり，キルシュはハイネンの弟子で，意思決定志向的経営経済学の忠実な継承者
であり，ミュンヘン大学において意思決定志向的経営経済学を独自に発展させた論者でもある。
彼は戦略論や組織論の分野でも精力的に独自の構想を発展させ，経営経済学の方法論的な考察に
おいても多数の業績を残している。ドイツ経営経済学において方法論的な考察がきわめて少なく
なっている2000年代において，彼が協働者とともに著した著作が『経営経済研究：科学論的基礎
と応用志向』（Kirsch/Seidl/van Aaken 2007）である

12）
。

この著作では，キルシュのそれまでの研究を踏まえた経営経済学の理論モデルとその方法論に
ついての考察が行われている。キルシュは，初期にはカーネギー学派の意思決定論に基づいた議
論を展開していたが，中期，後期においては，ハーバマス（J. Habermas）の議論などを参照し，
進化論や多元主義的な方法，さらに理解的方法や価値判断についての議論を包摂し，「進化的マ
ネジメント」をはじめとして，主流の経営経済学とは一線を画した議論を展開するようになる。
ここではまず，Kirsch/Seidl/van Aaken（2007）を取り上げるのに必要なキルシュの理論的主張
を検討したい

13）
。

彼の出発点は，企業が複雑なシステムであり，そのような複雑性は企業組織に関わる人々の
「コンフリクト多元性ないし利害の多元性」の結果生まれる「マルチ・コンテクスト問題」とし
て表現できるという点にある。企業組織に関わる人々は様々な欲求を持っているのであり，それ
らに対処するためには企業組織は「進歩能力のある組織（fortschrittsfähige Organisation）」である
必要がある。この進歩能力のある組織においては，関係者の欲求充足を理解することのできる複
合的な能力と合理性に関する新しい理解が備えられている。それは，これまでの主流の科学観や
経営経済学において前提とされていた「目的合理性」のみでなく，道徳性や美的感覚のような
「コミュニケーション合理性」も考慮するものである。「進歩能力のある組織」においては，様々
な利害を持つ組織の関係者の「生活世界」を包含することのできる組織論が展開されているので
ある。
このようなキルシュらの「進化的マネジメント」の組織モデルを考慮すると，経営経済学の実
用性を考える上では，組織に関わる人々の「コンフリクト多元性ないし利害の多元性」を考慮で
きることが重要になるだろう。これを踏まえて，次に彼らの方法論的主張について見ていこう。

12）この著作に基づいて書かれたと思われる Seidl/Kirsch/van Aaken（2009）について取り上げた日本の研究
として，例えば梶脇（2013）がある。

13）キルシュの議論について包括的に検討したものとして渡辺（2000）；渡辺（2022）がある。また後期の
「進化的マネジメント」について検討したものとして例えば柴田（2013）がある。以下の叙述は柴田（2013）
に依拠するものであり，詳細な参考文献はこの論考を参照のこと。
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4. 2　キルシュらの方法論的立場：応用科学・技術論としての経営経済学
キルシュらは，師匠のハイネンと同様，経営経済学は管理論・マネジメント論であり，応用科
学であると主張する。彼らの応用科学としての経営経済学の主張は，「管理についての学問を基
礎とした管理のための学問」という独特の定式化のもとになされている（図 1参照）。経営経済
学は学際性を重視し，様々な隣接諸科学の知見を応用するが，それは「管理」あるいは「管理問
題」という光に照らされた範囲の知見を応用するものである。図 1におけるサーチライトが「管
理についての学問」に該当するが，これは管理という問題を認識するための「認識観点」であり，
このサーチライトによって照らされた範囲が「管理のための学問」となる。
このような考え方から明らかなとおり，彼らはシャンツのような理論優位の経営経済学が主張
する，理論的言明の実践的言明への同語反復的転換については否定的な立場を取る（Kirsch/

Seidl/van Aaken 2007, S. 175ff.）。確かに因果関係に関する理論的言明は目的手段関係を主張する実
践的言明に変換できるが，実践における管理問題はそれほど単純なものではなく，むしろ「シス
テム」として体系的・全体的に捉えられるべきものである（Kirsch/Seidl/van Aaken 2007, S. 210ff.）。
例えば上のサーチライトのモデルに従えば，理論的言明の実践的言明への工学的転換は，各個
別科学の理論的言明がいわば「下方向」に提示されることになる。それらはあくまで個別科学の
言明であり，個々バラバラな知識として実践に提示されることとなり，管理問題という観点から

図 1　管理論のサーチライトモデル
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（Kirsch/Seidl/van Aaken 2007, S. 158）
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見れば応用可能性に限界が生じるだろう。さらに，このような考え方に従えば，基本的に理論的
言明が確立されてから実践的言明に転換されるため，日々すばやく変化する経営管理の実践に対
してどれくらい応用可能性があるのかという問題もある。
よってキルシュらによれば，理論は直接的に応用できるものではなく，現実の管理問題を分析
するための「ヒューリスティクス（Heuristik）」として機能する（Kirsch/Seidl/van Aaken 2007, S. 

177）。現実の管理問題は複雑であり，それらを還元主義的に個別の理論によって考察するのでは
なく，全体として捉えるようなモデルを考える必要がある。
しかし，キルシュらはここで，ウルリッヒらのように理論なしの応用モデルを考えるわけでは
ない。彼らは例えば「計画された進化」（Kirsch/Seidl/van Aaken 2007, S. 217f.）という概念を用い
ているように，経営管理現象においては，合理的な計画やそれを実行する厳格な主体を想定しつ
つ，組織の進化やその非合理性，完全制御不可能性等をも考慮する必要があると考えている。こ
れは彼らの経営経済学方法論にも表れており，彼らは普遍的な理論を前提としつつ，それが同語
反復的転換によって直接応用されるのではなく，実践との往還によって一歩一歩進んでいくとい
うプロセスを考えている。これを彼らは「ケースからケースへの推論」（Kirsch/Seidl/van Aaken 

2007, S. 235）と呼んでいる。
ここで彼らはシュマーレンバッハの技術論を持ち出す（Kirsch/Seidl/van Aaken 2007, S. 233ff.）。

先に取り上げたとおり，シュマーレンバッハは技術論あるいは応用科学としての経営経済学の祖
であるが，彼の議論は，理論をいわばほとんど軽視あるいは無視し，現場で用いられる（簿記な
どの）技術の議論のみを重視したのであり，現代の視点から見ると，彼の技術論は科学性という
点で疑問符がつくだろう。しかしキルシュらは，上で示したように，シュマーレンバッハの考え
方が「実験」的手法によるものであること，すなわち現場で試行錯誤しながら技術を改善してい
くものであったと見ており，それは，完全合理的に機能する政策をまるごとの青写真を描いて現
場に提示することの不可能性を示す，「計画された進化」の発想に合致した考え方である。彼ら
にとっては，理論優位の経営経済学もまた，理論が完全合理的に現象を説明し，またそれが実践
に完全合理的に応用可能だと考えていることとなり，そのような理論の完全合理性が存在し得な
いことを示そうとしているのである。
よって，理論がすべて実践に有用な知識になるわけではなく，むしろ理論は実践における問題

を認識するためのヒューリスティクスとなり，ケースごとにそれぞれ対処できる応用的実践を導
き出すために用いられるのである。
またキルシュらは，上で見た彼らのコンフリクト多元性ないしは利害多元性の発想に基づき，

科学的な基礎研究と企業実践には 4つの言語領域があると考えている（Kirsch/Seidl/van Aaken 

2007, S. 168）（図 2参照）。
第 1の言語領域は科学的な基礎研究であり，第 2の言語領域は応用志向的な（助言）コンセプ
トである。第 3の言語領域は応用の枠内で発生する言語形態であり，第 4の言語領域は企業言語
の進化形（gewachsene Sprachformen der Unternehmen）である。
それぞれの言語領域にはそれぞれの文脈があり，意味世界がある。科学的な基礎研究には科学
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性というロジックが主たる言語形態となるだろうし，実践においては実践において通用している
言語形態がある。よって，単に科学的な研究をそのまま適用できるわけではなく，それを「翻
訳」しなければならないのである。
もう一つ特徴的なのは，キルシュらは科学と実践という 2元的な理解ではなく， 4つのレベル
を考えているという点である。これについては，例えば入山（2019）が理論とモデルを区別して
いるように，実務に対する提言として理論をそのまま提案することは難しい。彼らのこの考えは，
応用志向的な（助言）コンセプトを提示することと，コンセプトの応用に際しての，実践側での
文脈において新しい解釈が生まれる様態を取り込んでいる点で，理論の実践的応用についてより
複雑な事態を考察しようとしている。
このような言語領域の区別を踏まえて，上述の「ケースからケースへの推論」を以下の図 3の

ように考える（Kirsch/Seidl/van Aaken 2007, S. 237）。第 1の言語領域においては，科学的な基礎
研究におけるアプローチが存在する。第 2の言語領域では，基礎研究から提示された理論が暫定
的に一般化され，第 3の言語領域の応用ケースで応用される。この第 3の言語領域においては，
「計画された進化」の考えに沿った漸次的進化のモデルが想定されている。すなわち，第 2の言
語領域における理論の暫定的一般化からコンセプトが出されつつ，第 4の言語領域である個々の
企業の管理実践における問題や実践法を踏まえて，第 3の言語領域において応用ケースが遂行さ
れるのである。それは漸次的に進んでいくものであり，まさに「ケースからケースへの推論」な
のである。

図 2　基礎研究と企業実践の間の緊張領域
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（Kirsch/Seidl/van Aaken 2007, S. 168）
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4. 3　 キルシュらの応用科学・技術論としての経営経済学を実現する研究手法： 

アクションリサーチ
キルシュらが，このような応用科学としての経営経済学において，実際に研究方法として採用

するのが「アクションリサーチ」である（Kirsch/Seidl/van Aaken 2007, S. 230f f
14）
.）。アクションリ

サーチとは，ドイツの心理学者レヴィン（K. Lewin） が1980年代に社会研究において新しいアプ
ローチを導入しようとしたことに遡るものであり，強い実践志向を持つ科学的アプローチである。
その定義も内容も多種多様であるが，キルシュらは，アクションリサーチが以下の 4つの原理を
持っているとする（Kirsch/Seidl/van Aaken 2007, S. 231f.）。

1） アクションリサーチは実践的目標と科学的目標を同時に追求する。
2）  アクションリサーチにおいては，問題解決のプロセスと研究のプロセスが密接に結びつい
ている。

　2a） アクションリサーチ研究者は問題解決プロセスに関与する。
　2b  ） アクションリサーチ研究者は研究と問題解決のプロセスに関与するすべての人々ので

きる限りポジティブな協働を成し遂げる。
3） アクションリサーチは幅広い方法論的基礎の上になされる。
4） アクションリサーチは常にリアルタイム研究である。

以上のことから，アクションリサーチとは強い実践志向を持つ研究手法であり，研究者と現場
の実務家が協働して問題解決に取り組もうとする研究方法であると言える。すなわち，通常の科

図 3　暫定的な一般化としての技術論

基礎研究のアプローチ第 1の言語領域

第 2の言語領域
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個々の企業の管理実践

応用ケース
1

応用ケース
2

応用ケース
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（Kirsch/Seidl/van Aaken 2007, S. 237）

14）キルシュのアクションリサーチに関する分析については，渡辺（2000）；渡辺（2022）において詳細に検
討されている。
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学研究があくまで研究対象の外側から研究対象を観察し，その観察に基づいて法則を定立するの
に対し，アクションリサーチは研究者が実際に研究対象に入り込み，実務家とともに問題解決を
成し遂げようとすることさえ考慮に入れられるという点で，一般的な経営学研究とはかなり質を
異にするものであると言える。
4） にある「リアルタイム研究（Echtzeitwissenschaft）」とは，現場の実践行為をまさにリアル
タイムに捉え，関わろうとする研究である。ただし，キルシュらによれば，アクションリサーチ
にはリアルタイム研究とともに「非リアルタイム研究（Nicht-Echtzeitwissenschaft）」もある
（Kirsch/Seidl/van Aaken 2007, S. 230ff.）。非リアルタイム研究は，現場で得られた問題解決のプロ
セスを現場のプロセスから離れて考察する研究であり，一般化を志向するものである。彼らによ
れば，アクションリサーチにおいて科学者は，科学者であり実務家であるし，実務家であり科学
者であるという両側面を持つ。よってそれは，従来の科学研究における一般化志向も持つし，現
場志向の記述的な研究の方向性も持っているのであり，上述のキルシュらの方法論的立場に合致
する研究手法であると言える。

5．キルシュらの主張の批判的検討─むすびにかえて─

以上，本稿では経営学の実践性に関する検討を行うために，ドイツ経営経済学におけるこれま
での方法論争の中で取り上げられた議論の展開，そして近年においても応用科学や技術論的な性
格を科学論的に検討しているキルシュらの見解を取り上げ，検討してきた。
ここでその展開をまとめるならば，ドイツの経営経済学の方法論争においてこれまで経営学の
実用性について常に議論がなされてきた。シュマーレンバッハがその出発点であるが，彼は理論
志向の主張は現場を無視した哲学的な議論であり，企業経営の現場に役立つ「技術」を提供する
のが経営経済学の課題であるとした。ここではもっぱら「技術」が議論され，理論との関連は想
定されていない。第一次方法論争，第二次方法論争での，ワイヤーマン／シェーニッツやリー
ガーといった理論学派との対立においては，理論と実践，あるいは理論と技術の両立という観点
は前面に出ていない。これは第二次大戦後の第三次方法論争においても同様と言える。第二次大
戦後のドイツ経営経済学においては，グーテンベルクの生産性志向の経営経済学が大きな影響力
を持ったが，グーテンベルク理論は強い理論志向を持ち，メレロヴィッツから，実用性に欠けて
いるという批判があった。しかし，結局グーテンベルクの理論志向の経営経済学がドイツの経営
経済学において主流となり，実用性の議論が理論志向の議論に組み込まれることはなかった。こ
の点から見れば，ドイツの経営経済学において，理論と実践の問題が詳細に議論されるように
なったのは，実質的には第四次方法論争以降であると考えられる。
第四次方法論争は科学哲学の知見が導入されたゆえに，理論と実践の関係に関する議論が深
まったと言える。「厳密性と適切性」の議論は，ドイツ経営経済学においては第四次方法論争に
おける議論に関連するだろう。本稿で見てきたとおり，第四次方法論争においては，シャンツの
ように，理論は因果関係に関する主張を目的手段関係に関する主張に同語反復的転換することで
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実践的応用可能性を担保できるという立場があり，これは「理論は役立つ」という主張につなが
る。他方で，シュマーレンバッハが理論は非現実的であると考えたように，自然科学や新古典派
経済学のような厳密な理論は経営実践に役立たないとして，例えばウルリッヒは厳密な理論は必
要ないとし，マネジメントに必要な，企業経営に関する全体的思考を実現するモデルを提示する。
シュマーレンバッハとは異なり，経営経済学をマネジメント論として考えるウルリッヒらシステ
ム志向的経営経済学は，マネジメント層が企業組織を有効に方向づけることのできるモデルを提
示することを目指している。
それに対して，本稿で中心的に検討してきたキルシュらの議論は，シャンツの理論志向とウル
リッヒの実践志向との中間に位置づけられると言える。彼らにおいて，理論は「ヒューリスティ
クス」の役割を果たし，現場での推論に用いられる。他方で，理論を現場に押し付けるというこ
とではなく，現場での問題解決に合わせた推論の定式化が志向される。よって，彼らが「アク
ションリサーチ」を研究手法として推進するにしても，「リアルタイム研究」だけでなく，「非リ
アルタイム研究」も重視するのである。
このような議論は，いわば「間を取る」あるいは「中庸」を目指すというものとも言えるが，
しかしながらそのような方法は真の意味での実用性を保証するのだろうか。彼らの議論は基本的
に学者の側からの議論である。確かに，キルシュらの「進化的マネジメント」は，企業組織に関
わる人々の「利害多元性」を出発点とし，多様な利害を持つ関係者はそれぞれの文脈を持つため，
主流派による一元的な研究手法によっては多様な利害を考慮できない。よって，彼らが言うよう
に，いわゆる「理解」的な研究手法も駆使する必要がある。そのような研究上の立場を実現する
のがアクションリサーチであるが，アクションリサーチがたとえ現場の「文脈」を考慮するとし
ても，しかしそれは結局は研究者の観点からの考察となる。むしろ，渡辺（2022）において指摘
されているように，キルシュらはマイルズ（R. E. Miles）とスノー（C. C. Snow）の経営戦略論
（Miles/Snow 1978）に依拠して議論を展開しているのであり，そこでは「助言者」，すなわちコン
サルタントの役割が重要となるだろう。あるいは，例えば広野彩子氏のような，ビジネス誌の編
集者の立場から経営学理論を考察するような（広野 2020），架橋的あるいは越境的な役割が必要
ではないだろうか。
しかし，当然ながらこのような役割の人物もまた固有の利害を持っているのであり，これは考
慮に入れなければならない問題であろう。そして，「中庸」を目指すキルシュらの議論は，「利害
多元性」の観点からあらゆる側面を考慮に入れ，精緻なロジックを構築しているように見えるが，
それだけに「二兎追うものは一兎をも得ず」のような状態になってしまうのではないだろうか。
確かに，厳密な理論がそのまま実践に役立つという主張に限界があることは事実である。しかし
ながら，たとえアクションリサーチを駆使したとしても，研究者が実務のあらゆる側面を捉える
ことも難しい。現状の経営学は，「厳密性」と「適切性」のうち，「厳密性」を重視する方向で進
んでいると言えるが，研究者の側で「適切性」も考慮する方向性とともに，科学技術の制度的側
面を整備し，研究をめぐる多様なステイクホルダーの協働により「適切性」を実現する方策を考
えることもまた必要ではないだろうか。
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